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Ⅰ　エネルギー戦略環境の 
パラダイムシフト

2011 年３月に日本では大震災，福島の原発

事故が起きたが，この間，エネルギーを巡る世

界の情勢は非常に大きく変化した。まず世界の

石油の供給基地である中東地域では，「アラブ

の春」と呼ばれる民主化運動やスンニ派の過激

組織の IS（イスラム国）の台頭などにより政

治的，軍事的な混乱が続いている。

欧州では，ウクライナ危機を契機に，ロシア

のクリミア編入，東ウクライナへのロシア軍の

侵入により，欧米とロシアの対立が一段と高

まっている。また中国は，エネルギー資源の確

保を目指して世界中に進出しており，特に近年

は南シナ海と東シナ海で着々と海上権益の拡大

と軍事施設の建設を進めている。

このような中，米国で進行したシェール革命

は，世界の石油と天然ガス市場に非常に大きな

影響を及ぼしている。2014 年の夏以降，原油

価格が急落した最大の理由は，このシェール革

命による米国での石油の大増産にあると考えら

れる。

さ ら に 2015 年 12 月 に パ リ で 開 催 さ れ た

COP21（国連気候変動枠組条約第 21 回締約国
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会議）では，産業革命前からの気温上昇を２℃

未満に抑えるため，中国やインドなどを含む

195 か国が「パリ協定」で合意した。各国が，

2020 年以降の温室効果ガスの自主的な削減目

標を掲げ，その実現に向けた取組みを進めるこ

とになり，化石燃料の消費抑制に大きな影響を

与える。

一方，福島事故以降，日本では原子力発電に

対する国民の不安が強まり，ほぼ全ての原発が

稼働を停止しているが，世界を見ると中国やイ

ンド，中東や東欧諸国などでは，電力の安定供

給と大気汚染対策の面からも，新規の原発建設

が活発化している。

このように，大震災以降，日本を取り巻くエ

ネルギー戦略環境のパラダイムシフトが起きる

中，国際石油市場では原油価格が急落するな

ど，世界経済に大きな影響を与えている。

１．「供給ショック」で油価急落

原油価格は，2008 年のリーマンショック直

前には１バレル 140 ドルを超えていたが，世界

的な金融危機で一気に 30 ドル台に急落した。

しかし，世界主要国の景気刺激策による石油需

要の回復や OPEC の減産，その後の「アラブ

の春」やイラン核開発問題などの地政学リスク

に伴う生産量の減少などを背景に，原油価格は

急回復をして 100 ドルを超える高値水準が４年

近く続いた（図１）。

しかし，2014 年の７月以降，原油価格は急

落を始め，2015 年１月には 40 ドル台にまで低

下し，その後は一時的に 60 ドル前後に回復し

たが，2016 年初めには再び 30 ドル前後まで落

ち込んだ。中東では様々な地政学リスクが高ま

る中，原油価格が低迷しているのは，世界的に

大幅な供給過剰が起きたからである。

まず需要面を見るとは，それまで 10%前後

の高速成長を続けてきた中国経済が，2014 年

以降は 6-7％台の中高速成長へと構造調整期

に入ったことで，石油需要の伸び率が鈍化し

た。世界の石油需要は，2008-09 年のリーマ

ンショック時には「需要ショック」により２

年連続で減少したが，今回は中国やインド，

ASEAN など非 OECD 諸国の増加により，年

率 1.0-1.5%で増加を続けている。このような

中で起きた現在の原油価格の急落は，米国の

シェール革命による石油生産の急増という「供

給ショック」が，最大の契機になったと考えら

れる。

事 実， 米 国 の 原 油 と NGL（Natural Gas 

Liquids：天然ガス液，天然ガスに付随した軽

い液体分）の生産量は，2008 年には約 700 万

バレル / 日まで減少したが，その後はシェール

革命の進展に伴い毎年約 100 万バレル / 日も増

加し，2014 年にはサウジアラビアを上回る世

界最大の産油量を誇るようになった（図２）。

そのため OPEC の盟主であるサウジは，

2014 年 11 月の定例総会で，減産による高価格

図１　近年の原油価格の推移
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の維持を主張するイランやベネズエラなどの

要求を拒否し，米国のシェールオイルなど非

OPEC の生産に大打撃を与えるため，価格戦

争を仕掛けたのである。サウジは，原油価格が

急落すれば，シェールオイルや深海油田，カナ

ダのオイルサンドなど高コストの油田が減産に

追い込まれると考えたからだ。しかし，現実に

は，必ずしも期待したようなシェールオイルの

大幅な減産効果が現れているとは言えない状況

にある。

2．低油価に対応する米国シェール企業

米国では，以前からシェール（頁岩）という

硬い岩の隙間に石油やガス資源が大量に賦存す

ることは良く知られていたが，長い間，経済的

に回収する技術が確立されていなかった。しか

し，1990 年代から水平掘削と水圧破砕法（フ

ラッキング）を組み合わせた新しい技術の開発

が進められ，2000 年代半ばから徐々にシェー

ルガスとシェールオイルの商業生産が始まり，

2008 年頃から本格化した。フラッキングは，

地下 2000 〜 3000 ｍまで井戸を水平に掘削して

500 〜 1000 気圧の高圧で化学物質や砂を含む

大量の水を注入してシェール層に人工的な割れ

目を作り，水と一緒に石油やガスを地上に回収

する技術である。

通常の油田では井戸を掘削すると，自分の圧

力で石油やガスが噴出するため，油層の規模

にもよるが，生産コストはバレル当たり 10 ド

ルから 30 ドルとかなり安い。それに対して，

シェールオイルは，賦存する場所はほぼ判って

いるが，それをどう経済的に回収するかが最大

の課題である。シェール開発は，ある意味では

製造業と共通する面があると言われている。地

下に賦存する石油資源の回収率を上げれば生産

性が向上するため，技術革新の余地が大きいか

らである。通常の油田では，地下に賦存する石

油資源の 30%〜 40%を回収できるが，シェー

ルオイルの回収率は平均で３〜７％と非常に低

い。これを，技術革新によって回収率を上げる

ことで，生産コストを大幅に下げられる余地が

ある。

シェールオイルの生産コストは，2014 年時

点ではバレル当たり平均 50 ドル程度であった

が，原油価格の低下に伴い，１油井あたりの生

産量の目覚ましい向上，また掘削リグのリース

費用や人件費の大幅な低下などにより，現在の

生産コストは 2014 年に比べて 20-30％は低い

と推定されている。今回の油価急落で，一部の

財務基盤が弱く非効率なシェール開発企業は，

倒産や買収などで淘汰され始めているが，原油

価格が 50-60 ドル前後まで回復すると，再び掘

削活動を活発化させ，増産できると見られてい

る。

３．原油価格の長期サイクル

原油価格の年平均値の長期変動を見ると，

図２　米国の原油と NGL の生産量
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1970 年代には２度の石油ショックにより，原

油価格の実質価格（2014 年米ドル）は，10 ド

ル前後から 1980 年前後には約 100 ドルまで急

騰した（図３）。その結果，世界経済がスタグ

フレーション（高インフレ下の景気低迷）に陥

るなか，先進国では省エネルギーの進展と石油

代替エネルギーの開発が進み，世界の石油需要

は大幅に減少した。さらに，原油価格の高騰で

北海やアラスカ，メキシコなど非 OPEC 地域

の新規油田の開発も加速化した。その結果，

1980 年代の初めには，OPEC に対する石油需

要が激減したのである。

このような中，高価格を維持するため OPEC

は減産政策で合意はしたが，実際にはサウジだ

けが大幅な減産を担う結果となり，市場シェア

を大きく失うことになった。そのためサウジ

は，1985 年の夏に，高価格維持よりも市場シュ

アの拡大を優先する政策へと大転換を図ったの

である。

大幅な供給過剰が続く中，世界の原油市場

ではスポット取引が急拡大したため，1983 年

には NYMEX（ニューヨーク・マーカンタイ

ル取引所）に，WTI 原油の先物市場が開設

された。サウジの政策転換で OPEC の市場

支配力が弱体化する中，原油価格の主導権は

NYMEX の原油先物市場へと移り，その後の

約 15 年間は原油の実質価格は 20-40 ドル前後

で低迷を続けることになった。低油価が続いた

結果，中国など新興国の石油需要の大幅な拡大

と北海やアラスカなど非 OPEC 油田の減退に

より，2000 年代に入ると石油需給のひっ迫懸

念が高まり，再び原油価格が大幅な上昇局面に

転じた。

その結果，米国ではシェールオイルの開発が

経済的にも可能となり，また深海油田やカナ

ダのオイルサンドなど非 OPEC の高コスト油

田の開発が加速化したのである。その意味で

は，現在の原油価格の急落は，新たな投資サイ

クルに入ったといえる。現在のような低油価が

続く中，石油メジャーなどは油田開発への投資

を大幅に削減しており，今後は中長期的に見る

と，世界は再び中東地域への石油依存度を高め

ると考えられる。石油需給が改善してくると，

OPEC 産油国は再び石油収入の拡大を目指す動

きに出る可能性がある。

今後の原油価格は，石油需給や OPEC の政

策，中東など産油国における地政学リスク，さ

らには石油先物市場における投機的な動きな

ど，さまざま要因が複合的に作用するため，そ

の先行きを見通すことは極めて難しい。しか

し，長期的には経済原則が有効に働くと考えら

れるため，シェールオイルの生産コストなどを

勘案すると，今後の原油価格は，WTI 原油で

中長期的に 50-60 ドルを中心に，上下に 20 ド

ル前後の幅で変動すると見ている。

図３　原油価格（年平均値）の長期変動
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４．内憂外患のサウジと中東の将来

サウジアラビアは，2015 年１月にアブドラ

前国王の死去を受けて，異母兄弟のサルマン新

国王が就任したが，現在，内憂外患の厳しい状

況にある。内政面では，高齢のサルマン国王

（80 歳）の治世がいつまで続くのかという課題

を抱えている。このような中，国王が寵愛する

息子であるムハンマド・ビン・サルマン副皇太

子（30 歳）が外交，国防，経済，石油などの

重要政策を取り仕切っている。

そのムハンマド副皇太子は，2016 年４月末

に，石油依存症の国内経済を改革するため，

「2030 年ビジョン」を発表した。原油価格 30

ドルを念頭に作成したと述べるなど，ポスト石

油時代を睨んだ野心的な計画である。最大の狙

いは，国有資産やサービスの民営化，海外から

人材や投資を誘致し，経済分野での民間の役割

を大幅に拡大することにある。その柱は，国営

石油企業アラムコ社の株式５%を新規上場し，

残りの株式は新設する公的投資基金に移管し，

総額２兆ドルを超える世界一の国富ファンドの

立ち上げにある。また，株式上場には，国営の

病院や製粉所，電力や港湾などのインフラ関連

企業も検討されている。これにより，国家財政

の 90%近くを石油に依存する現状から，収入

源の多角化が図れるとしている。

今回の「2030 年ビジョン」は，サウド家の

第３世代の若い副皇太子が，国王の強い後ろ盾

の下，トップダウンで改革を進めていること，

また原油安の長期化で国民にも改革の必要性が

明確であるなど，改革を進めやすい状況では

ある。しかし，これまで潤沢な石油収入を基

に「揺りかごから墓場まで」の豊かな生活を享

受してきたサウジ国民が，急進的な改革をどこ

まで受け入れるか，懐疑的な見方もある。とく

に，経済改革を進めるには，厳格なイスラム法

に基づく現在の司法や教育，女性の人権などの

分野でも改革が必要になる。サウド家と盟友関

係にあるワッハーブ派宗教界との軋轢が，大き

な障害になるとの懸念もある。

さらに外交面では，核問題の外交的解決で経

済制裁の解除を勝ち取ったイランは，中東地域

での政治的，経済的な影響力を高めつつある。

現在サウジと戦闘状態にある隣国イエメンの

フーシ派，および内戦が続くシリアのアサド政

権の背後にはイランが支援を続けている。イラ

ンが，経済制裁の解除を受けて大幅な増産を進

める中，その動きを牽制するため，サウジは石

油を政治的な道具に使うようになっている。

2016 年４月中旬に，OPEC 加盟国や非加盟国

のロシアなど 18 の産油国が参加する「ドーハ

会議」が開かれ，生産量の凍結合意が予想され

ていたが，最終段階でサウジが，イランの不参

加を理由に反対したため会議は決裂した。

このような中，米国がイランと核問題で合意

したことを受けて，サウジと米国の関係は大き

な転換期を迎えている。これまで 70 年以上も，

米国がサウド家の安全を保障する見返りに，サ

ウジは米国および同盟国に石油を安定的に供給

するという特別な関係を築いてきた。しかし，

シェール革命で大産油国に復活した米国は，中

東から石油を輸入する必要性がなくなり，また

従来のように多くの若者の人命と巨額の財政負

担を伴う中東での警察官的な役割は果たすべき

ではないとの国内世論が一段と強まっている。

もし，サウジアラビアが不安定化すれば，周

辺の王政国家にも影響が波及していく可能性は

高い。今後の中東地域でイランの影響力が強ま

ることは避けられない中，内戦が続くイラクや

シリア，イスラム過激派のテロ問題など，中東
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情勢の不安定化が続き，石油市場にも大きな影

響を及ぼす可能性があると見るべきである。

５．高まる天然ガスの役割と拡大する 

LNG 貿易

今後の長期的な天然ガス市場を展望すると，

地球温暖化や大気汚染対策として，石炭から天

然ガスへの燃料転換が世界的に進むと考えら

れ，とくに発電や産業分野での増加が見込まれ

る。供給面では，先進国では在来型の天然ガス

生産は減少するが，北米を中心にシェールガス

の増産によって生産の拡大が続くと見られてい

る。BP が 2016 年２月に発表した「世界のエネ

ルギー展望」では，2035 年まで１次エネルギー

に占める石炭と石油の比率が大幅に低下する一

方で，天然ガスは現在の 20%強から約 25％ま

で増加すると見ている。また 2035 年時点で，

世界の天然ガス供給量の約 20％をシェールガ

スが占めると予測している。一方，世界の天然

ガス供給に占める貿易比率を見ると，現在は約

30%で，今後もほぼ横ばいで推移すると予測さ

れている。貿易比率の内訳を見ると，現在はパ

イプライン供給が約 20%，LNG が約 10％だが，

2030 年にはパイプラインが 15%に低下する一

方で，LNG による供給がほぼ同じ 15％に上昇

すると予測している。

これまで欧州諸国は，パイプラインでロシア

から天然ガスを大量に輸入していたが，昨今の

ウクライナ危機の影響もあり，今後は中東や

アフリカ，米国などから LNG 輸入を増やそう

としている。これまで欧州各国では，多くの

LNG 基地を建設したが，LNG の輸入価格がパ

イプラインガスより割高な時代が続いたため，

実際に稼働しているのは 30％程度にとどまっ

ていた。しかし，ウクライナ危機を契機に，エ

ネルギー安全保障の観点からロシアへの天然ガ

ス依存を引下げること，また世界的に LNG の

供給過剰により価格の低迷が続くと見られるこ

とから，欧州諸国では LNG 輸入を増やす動き

が強まっている。

一方，米国のシェールガスを LNG として輸

入する計画が，大震災の前から日本企業によっ

て進められてきた。とくに大震災以降は，LNG

火力が急増したため，電力・都市ガス各社は

100 ドルを超える原油価格に連動する高価格の

LNG を大量に輸入せざるを得なくなった。そ

のため，電気・ガス料金の抑制を図るため，電

力・都市ガス会社は商社等と連携しながら，低

価格のシェールガスを LNG 輸入するプロジェ

クトの実現に力を入れてきた。

米国では，国家の安全保障の観点から，天然

ガスを輸出するには国の許可が必要となってい

る。日本企業が参加する LNG 輸出プロジェク

トは，現在４件の認可が出されており，2017

年から順々に輸出が本格的に始まる。全プロ

ジェクトが稼働すると合計で約 1,700 万トン /

年となり，2015 年の日本の LNG 輸入量の約

20％を占めることになる。

米国産 LNG 輸入のメリットの一つは，通常

の LNG 長期契約のような仕向地規制がないた

め，最も利益が上げられる地域に自由に転売で

きることである。これから日本の電力やガス市

場の自由化が本格化するため，従来のように長

期的な LNG 需要の確定が非常に難しくなる。

とくに，再稼働する原発の基数やその時期が不

透明なこと，また再生可能エネルギーの導入が

増えれば，ガス火力が需給調整用の電源に使わ

れる機会が増えるため，LNG 供給も需要変動

に応じた柔軟性が求められる。その意味でも，

現在 20%強を占める数年の短期契約やスポッ
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ト取引の比率が，今後は増加すると考えられる。

Ⅱ　日本のエネルギー戦略の課題

21 世紀に入り，米国での９・11 テロ事件と

イラク戦争などを経て，米国の一極構造が大幅

に弱体化する一方，中国は経済，政治，軍事面

で大国化を急速に進めてきた。また，ウクライ

ナ危機を契機に欧米の経済制裁を受けるロシア

は，中国との政治的，経済的な連携を強めてい

る。このような中，日本のエネルギー安全保障

を強化し向上させるため，わが国は，中長期的

な視点に立って，次のような外交的な課題に取

り組む必要がある。

１．中東地域の安定化への貢献

中東地域は，「アラブの春」を契機に権威主

義的な政権が相次いで崩壊し，シリアやイラ

クでは内戦が激化し，過激派組織のイスラム

国がテロ活動を活発化させている。その中東

地域は，2013 年にアジアが輸入した石油の約

60%を供給している。今後は，中国やインド，

ASEAN などの石油輸入の増加が続くため，も

し将来，サウジアラビアの政治体制が不安定化

したり，ホルムズ海峡の航行に重大な支障が生

じる事態になれば，石油情勢は一変する。わが

国は，中東地域の社会的，経済的な安定化のた

めに，人道支援や経済協力，人材育成や投資促

進，また再生可能エネルギーの開発や省エネル

ギーの推進，原子力の平和利用などの分野で協

力を進めていく必要がある。

２．海上交通路の安全確保

日本のエネルギー安全保障を確保するには，

資源確保と同時に，海上交通路（シーレーン）

の安全確保が重要である。重要な海域として

は，ホルムズ海峡とマラッカ海峡，南シナ海が

挙げられる。特に南シナ海については，近年中

国が岩礁を埋め立て 3000 ｍ級の滑走路の建設

を進めている。日本に向かう石油や LNG タン

カーが，中国の海上軍事基地の近傍を通行する

事態が現実化しており，もし将来，日中関係

が悪化すれば，石油や LNG の供給不安が高ま

る。日本は，ホルムズ海峡やマラッカ海峡，南

シナ海などのシーレーンの安全確保に向けて，

日米協力を基軸に，ベトナムやフィリピン，イ

ンドネシアなどの ASEAN 諸国，およびイン

ドとの協力と連携を強化していく必要がある。

３．アジアのエネルギー協力の促進

中国の習近平政権は，「一帯一路」構想を発

表し，その実現に向けてアジアインフラ投資銀

行（AIIB）を創設するなど，具体的な取組を

進めている。中国は，アジア地域での石油・ガ

スのパイプライン，発電所や送電網などエネル

ギーインフラの整備を「一帯一路」の中核に位

置づけ，その資金的な裏付けとして AIIB を活

用しようとしている。

これまで日本は，APEC や東アジア首脳会

議（EAS）などの地域協力の枠組を使って，

アジアのエネルギーインフラ整備や政策支援，

人材育成や技術移転などを積極的に進めてきた

が，それを資金面で支えてきたのがアジア開発

銀行（ADB）である。日本は，AIIB と対立的

ではなく，競争しつつ相互補完的な関係を築く

と同時に，AIIB の融資基準の透明性や国際的

に評価される環境・安全性基準の適用を求める

必要がある。
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４．ロシアの資源開発の取組み

ロシアは，ウクライナ危機を契機に米国およ

び EU から厳しい経済制裁を受けているが，昨

今の原油価格の急落は，プーチン政権に２重の

経済的な打撃となっている。そのためロシア

は，エネルギー資源の輸出や投資について，中

国やインドなどとの関係強化に動いている。し

かし，中国への過度な依存はロシアの交渉力を

低下させ，中国を利することになるとの懸念を

持っている。そのため，プーチン大統領は，日

本との経済協力，特にエネルギー分野での関係

強化を進めたいと考えている。欧米の対ロ制裁

が続く中，日ロ間の関係強化は政治的に難しい

時期ではあるが，東シベリアやサハリンの膨大

な石油・ガス資源を開発し，輸入を拡大するこ

とは，中東依存を下げ，わが国のエネルギー安

全保障の向上につながる。日本は，日米同盟を

基軸にしながら，対中国関係も考慮に入れなが

ら，ロシアとは息の長い資源外交を進めるべき

である。

５．原子力分野での国際協力の推進

日本は，福島事故を教訓に世界でも最も厳し

い原子力規制基準を導入したが，国民の原子力

への不安が根強いこともあり，原発の再稼働が

大幅に遅れている。このような中，2015 年７

月に策定された「長期エネルギー需給見通し」

では，2030 年の総発電量に占める原発比率の

目標を 20-22％とすることが決まった。世界で

高い評価を受けている日本の原子力技術を若い

人材に継承し，安全操業や廃炉，廃棄物処分，

また海外で原発を必要とする国に協力するため

にも，国内で一定規模の原発を維持することが

不可欠である。

世界に目を転じると，中国やインド，ベトナ

ムやマレーシア，アラブ首長国連邦やトルコ，

ポーランドやリトアニアなど多くの新興国で

は，電力の安定供給と環境対策，エネルギー安

全保障の面から，新規の原発建設の計画が相次

いでいる。日本の優れた原子力技術や安全対策

の取組みを，世界の原子力の安全性向上に役立

てることが国際的な責務でもある。今後は，中

国やインドなどアジアが世界の原子力開発の中

心となるため，安全対策の面での情報交換や人

材交流，また事故発生時の情報共有化や支援体

制など，アジアの地域協力の枠組み作りに取組

むべきである。
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